
「雇用保険被保険者資格喪失届」と失業給付額等
の決定に必要な「離職証明書」の提出が必要です。

　雇用される労働者は、常用、パート、アルバイト、
派遣等、名称や雇用形態にかかわらず、
①1週間の所定労働時間が20時間以上であり、
②31日以上の雇用見込みがある場合
には原則として被保険者となります。

　法人、個人事業問わず、事業主と同居の親族
は、原則としては対象者とはなりません。ただし、同
居の親族であっても、常時同居の親族以外の労
働者を使用する事業において、一般事務、又は現
場作業等に従事し、かつ次の条件を満たすものに
ついては、一般に私生活面での相互協力関係と
は別に独立して労働関係が成立していると見て、
対象者となります。具体的な判断については、以
下の要件を満たしているか否かとなります。

持している者を雇用する場合、別途印紙保険料
の納付（手帳へ貼付）が必要となります。
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